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1 R4.1.3 R4.3.1 平成28年3月9日付27都市整管第1342号「土地の評価について（回答）」 136 1 1 1 1

（７条２項）不動産鑑定士の直筆署名は、個人に関する情報で、特定の個人を識別することができるものに該当するため

（７条３項）取引事例等の情報は、不動産鑑定会社が独自に収集・加工した情報が含まれており、公にすることにより、当該法人の競争上又は事業運営上の
地位、その他社会的な地位が損なわれるため

（７条４項）印影は、公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易にし、犯罪の予防等に支障を及ぼすおそれがあるため

都市整備局市
街地整備部管
理課

2 R4.2.18 R4.3.3
（１）意見書（2021年11月4日付）
（２）板橋駅西口地区市街地再開発組合設立認可申請書事業計画に関する意見書（令和３年
11月22日付）

13 1 1 1 1 1

（第７条２号）氏名、住所、物件に関する情報、委任に関する情報及び意見書の内容は個人に関する情報で特定の個人を識別することができるもの又は特定
の個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるものであるため

（第７条２号及び４号）自署は個人に関する情報で特定の個人を識別することができるもの又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることによ
り、なお個人の権利利益を害するおそれがあるものであるため。また、公にすることにより、犯罪の予防に支障を及ぼすおそれがあるため

（第７条３号）法人の名称、代表者の氏名、住所、物件に関する情報、委任に関する情報及び意見書の内容は法人等の意見書に関係する情報又は事業を営む
個人の当該事業の意見書に関係する情報であって、当該内容は当該法人等又は当該事業を営む個人の財産の処分に関する内部管理情報であり、公にすること
を忌避する情報である、これらの情報を公にすることにより、当該法人等又は当該事業を営む個人の競争上又は事業運営上の地位その他社会的な地位が損な
われると認められるため

（第７条４号）印影は公にすることにより、犯罪の予防に支障を及ぼすおそれがあるため

（第７条６号）氏名、住所及び意見書の内容及び氏名、住所、物件に関する情報、委任に関する情報、意見書の内容並びに法人の名称、代表者の氏名及び住
所は都の機関が行う都市再開発法に関する事務又は事業に関する情報であって、公にすることにより、権利者が意見書の提出をしづらくなるなど当該事務又
は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため

都市整備局市
街地整備部再
開発課

3 R4.2.18 R4.3.3 意見書(1)、意見書(2)、意見書(3)、意見書(4)、意見書(5)、意見書(6)、意見書(7) 21 1 1 1 1 1

（第７条２号）氏名、住所、電話番号及び意見書の内容は個人に関する情報で特定の個人を識別することができるもの又は特定の個人を識別することはでき
ないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるものであるため。

（第７条２号及び４号）自署は個人に関する情報で特定の個人を識別することができるもの又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることによ
り、なお個人の権利利益を害するおそれがあるものであるため。また、公にすることにより、犯罪の予防に支障を及ぼすおそれがあるため

（第７条３号）氏名、住所、電話番号及び意見書の内容は法人等の意見書に関係する情報又は事業を営む個人の当該事業の意見書に関係する情報であって、
当該内容は当該法人等又は当該事業を営む個人の財産の処分に関する内部管理情報とつながる情報であり、公にすることを忌避する情報である、これらの情
報を公にすることにより、当該法人等又は当該事業を営む個人の競争上又は事業運営上の地位その他社会的な地位が損なわれると認められるため

（第７条４号）印影は公にすることにより、犯罪の予防に支障を及ぼすおそれがあるため

（第７条６号）氏名、住所、電話番号及び意見書の内容は都の機関が行う都市再開発法に関する事務又は事業に関する情報であって、公にすることにより、
権利者が意見書の提出をしづらくなるなど当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため

都市整備局市
街地整備部再
開発課

4 R4.2.22 R4.3.8

（１）東京都知事許可第○○号　株式会社○○
決算変更届出書　第38期、第39期及び第40期(閲覧対象部分に限る)
令和元年7月3日受付　建設業許可申請書のうち、様式第一号建設業許可申請書（別紙を除
く）、使用人数及び主要取引金融機関名(閲覧対象部分に限る)

（２）東京都知事許可第○○号　○○株式会社
決算変更届出書　第48期、第49期、第50期、第51期及び第52期(閲覧対象部分に限る)
令和元年９月25日受付　建設業許可申請書のうち、様式第一号建設業許可申請書（別紙を除
く）、使用人数及び主要取引金融機関名(閲覧対象部分に限る)

（３）東京都知事許可第○○号　株式会社○○
決算変更届出書　第54期及び第55期 (閲覧対象部分に限る)
平成31年１月25日受付　建設業許可申請書のうち、様式第一号建設業許可申請書（別紙を除
く）、使用人数及び主要取引金融機関名(閲覧対象部分に限る)

（４）東京都知事許可第○○号　有限会社○○
決算変更届出書　第34期、第35期、第36期、第37期及び第38期(閲覧対象部分に限る)
平成30年8月7日受付　建設業許可申請書のうち、様式第一号建設業許可申請書（別紙を除
く）、使用人数及び主要取引金融機関名(閲覧対象部分に限る)

（５）東京都知事許可第○○号　株式会社○○
決算変更届出書　第57期及び第58期 (閲覧対象部分に限る)
変更届出書（別紙８）の訂正について　事業年度第57期(閲覧対象部分に限る)
令和２年６月30日受付　建設業許可申請書のうち、様式第一号建設業許可申請書（別紙を除
く）、使用人数及び主要取引金融機関名(閲覧対象部分に限る)
令和３年10月27日受付　変更届出書（役員等の氏名）(閲覧対象部分に限る)

※ 1 1 （７条４号）印影は、公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易にし、犯罪の予防等に支障をきたすおそれがあるため
都市整備局市
街地建築部建
設業課

5 R4.3.2 R4.3.10

（１）「令和３年度羽田空港の機能強化に関する都及び関係区市連絡会　分科会（第４
回）」（令和４年２月８日（火））議事概要
（２）「令和３年度羽田空港の機能強化に関する都及び関係区市連絡会　【分科会（第４
回）】出欠表（予定）

5 1 -
都市整備局都
市基盤部交通
企画課

6 R4.3.1 R4.3.10 東京都建設業許可台帳（東京都知事許可　令和４年３月１日現在） ※ 1 ―
都市整備局市
街地建築部建
設業課

7 R4.3.2 R4.3.10 建設業許可業者一覧（東京都知事許可　令和４年２月末現在） ※ 1 ―
都市整備局市
街地建築部建
設業課

決定区分 （根拠規定）条例７条
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決定区分 （根拠規定）条例７条

8 R4.3.2 R4.3.10 建設業新規許可業者名簿（東京都知事許可　令和４年２月分） ※ 1 ―
都市整備局市
街地建築部建
設業課

9 R4.3.3 R4.3.10 建設業許可業者一覧（東京都知事許可　令和４年２月末現在） ※ 1 ―
都市整備局市
街地建築部建
設業課

10 R4.3.11 R4.3.15
建築計画概要書
平成25年度　5555号

7 1 ―

都市整備局多
摩建築指導事
務所建築指導
第一課

11 R4.3.6 R4.3.16

令和4年1月28日付「高輪築堤」に関して、イコモスが「ヘリテージアラート」を出し、東京
都の小池百合子知事に対して保存へ最大限の努力を求める要望も記されたことについて、
１、このアラートを受けて、東京都が検討したプロセスや意思決定のプロセスに関する一切
の文書や図面や電磁的記録
２、都教委や国、JR東日本とのやり取りに関する一切の文書や図面や電磁的記録

0 1 当該請求に係る公文書は作成又は取得しておらず、存在しないため
都市整備局都
市づくり政策
部開発企画課

12 R4.3.6 R4.3.16

（１）令和３年１月21日付２都市整再第717号「協議結果通知書」（写し）
（２）令和３年１月21日付２都市整再第717号「東京都市計画第一種市街地再開発事業の決定
に係る協議について
【西日暮里駅前地区第一種市街地再開発事業】
（荒川区決定）

※ 1 ―
都市整備局市
街地整備部市
開発課

13 R4.3.3 R4.3.16 平成22年12月10日付　第UHEC建確21038変4号　上記についての建築計画概要書の写し 11 1 ―
都市整備局市
街地建築部建
築指導課

14 R4.3.4 R4.3.16 平成20年2月12日付　第BCJ本建確258変5号　上記についての建築計画概要書の写し 6 1 ―
都市整備局市
街地建築部建
築指導課

15 R4.3.11 R4.3.16 東京都建設業許可台帳（東京都知事許可　令和４年３月11日現在） ※ 1 ―
都市整備局市
街地建築部建
設業課

16 R4.3.4 R4.3.18
 東京都知事許可第○○号　○○株式会社に関する以下の書類
 平成29年８月８日受付 建設業許可申請書（閲覧対象部分に限る）

24 1 1 （７条４号）印影は、公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易にし、犯罪の予防等に支障をきたすおそれがあるため
都市整備局市
街地建築部建
設業課

17 R4.3.9 R4.3.18
東京都知事許可第○○号　株式会社○○に関する以下の書類
　令和３年９月28日受付 第33期 決算変更届出書（閲覧対象部分に限る）

15 1 1 （７条４号）印影は、公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易にし、犯罪の予防等に支障をきたすおそれがあるため
都市整備局市
街地建築部建
設業課

18 R4.3.11 R4.3.18
　東京都市計画河川呑川計画図
（住所：東京都大田区西糀谷１丁目４番４号付近）

1 1 -
都市整備局都
市基盤部調整
課

19 R4.3.15 R4.3.19
建築計画概要書一式平成20年度第2027号
ただし、非開示情報を除く 4 1 ―

都市整備局多
摩建築指導事
務所建築指導
第三課

20 R4.1.21 R4.3.22 「東京ベイｅＳＧまちづくり戦略」（ドラフト）に係るパブリックコメント 31 1 1 1

（第７条２号）当該情報は、個人に関する情報で特定の個人を識別することができるもの又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることによ
り、なお個人の権利利益を害するおそれものであるため。

（第７条３号）当該情報のうち、法人等に関する情報は、法人等の事業運営や内部管理に属する情報であり、公にすることにより、当該法人等の競争上又は
事業運営上の地位その他社会的な地位が損なわれると認められるものであるため。

都市整備局都
市づくり政策
部開発企画課

21 R4.3.10 R4.3.22 平成16年5月27日付　第BCJ02本建確057変4号　上記についての建築計画概要書の写し 4 1 1 （７条４号）印影：公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易にし、犯罪の予防等に支障を及ぼすおそれがあるため。
都市整備局市
街地建築部建
築指導課

22 R4.3.9 R4.3.23
平成20年度　大規模盛土造成地一次スクリーニング調査その１業務委託における東京都大規
模盛土造成地旧地形図（3000分の1）tifデータ

95 1 ―
都市整備局市
街地整備部区
画整理課

23 R4.3.11 R4.3.23
東村山市○○町二丁目○○－○○における建築基準法旧第43条ただし書許可に係る道に関す
る協定図、現況図及び配置図

5 1 ―

都市整備局多
摩建築指導事
務所建築指導
第二課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

24 R4.3.16 R4.3.24
平成17年議案第1084号に係る東京都国立市○○ ○○番○○、○○番、○○番○○、同番○
○、同番○○、同番○○、○○番○○、同番○○、○○番○○及び同番○○における建築基
準法旧法第43条第1項ただし書きに関する現況図

1 1 ―

都市整備局多
摩建築指導事
務所建築指導
第一課

25 R4.1.24 R4.3.25

(1)神宮外苑地区（b区域）まちづくり基本計画の検討に関する合意書
(2)国立霞ヶ丘競技場周辺整備イメージ（平成24年２月28日）
(3)国立霞ヶ丘競技場建替え、岸記念体育会館建替えについて（平成24年１月10日）
(4)神宮外苑の再整備（案）（平成24年５月15日）
(5)神宮外苑整備の想定スケジュール（平成24年４月27日）
(6)地区計画等の区域設定について（案）（平成24年９月28日）
(7)地区計画等の区域設定について（案）（平成24年９月28日）
(8)神宮外苑地区のまちづくりに係る基本覚書の締結について（平成27年３月13日）
(9)森会長訪問その２（神宮外苑の再整備）
(10)国立霞ヶ丘競技場に係るＮＡＡＳＨとの打合せメモ（平成２４年３月２３日）
(11)神宮外苑地区の再整備について（平成２６年５月７日）
(12)神宮外苑地区に恒久サブトラック設置が困難な理由（平成26年7月10日）
(13)神宮外苑地区に恒久サブトラックを配置した場合の問題点
(14)新国立競技場の恒久サブトラックの設置について(案)（平成27年7月30日）
(15)29都市政土第1474号　神宮外苑地区（b区域）まちづくりの検討に係る今後の取組等に関
する確認書の締結について
(16)施設配置検討にあたっての都の想定する前提条件（平成27年６月19日）
(17)貴社敷地の検討の前提条件（素案）（平成27年６月25日）
(18)貴社敷地の検討の前提条件（素案）（平成27年８月28日）
(19)新神宮球場の配置計画（案）について（平成27年10月27日）
(20)新国立競技場から青山通りに至るデッキの計画（案）について（平成27年10月29日）
(21)神宮外苑地区（b区域）まちづくり基本計画（たたき台）（平成27年11月30日）
(22)配置検討用資料（平成28年４月25日）
(23)平成28年５月17日付け配付文書

114 1 1 1 1

（第７条３号）法人等の事業活動を行う上での内部管理に属する事項に関する情報であって、未確定であるこれらの情報を公にすることにより、当該法人等
の事業運営が損なわれると認められるため

（第７条６号）これらの情報を公にすることにより、各施設の利用者や関係者の信頼を失うなど、当該法人等の事業運営が損なわれることから、関係権利者
と都との信頼関係も損なわれ、まちづくり調整事務の適切な遂行に支障を及ぼすため

（第７条３号）法人に関する誤った情報であって、公にすることにより、当該法人の事業運営上の地位その他社会的な地位が損なわれると認められるため。

（第７条３号）法人等が事業活動を行う上での内部管理に属する事項に関する情報であって、未確定であるこれらの情報を公にすることにより、当該法人等
の事業運営上の地位が損なわれると認められるため。

（第７条２号）個人に関する情報で、特定の個人を識別することができるため。

（第７条６号）関係権利者の意向を踏まえた上で都が行う事務に関する情報であって、関係権利者の事業活動に関わるため、未確定であるこれらの情報を公
にすることにより、関係権利者が関係者の信頼を失うなど、関係権利者の事業運営が損なわれることで、関係権利者と都との信頼関係も損なわれることか
ら、今後の協議に支障を来すなど、まちづくり調整事務の適正な遂行に支障を及ぼすため

（第７条６号）関係権利者の意向を踏まえた上で都が行う事務に関する情報であって、公にすることにより、関係権利者と都との信頼関係も損なわれること
から、今後の協議に支障を来すなど、まちづくり調整事務の適正な遂行に支障を及ぼすため

（第７条２号）公にすることにより、特定の個人を識別することができるため

（第７条３号）法人等が事業活動を行う上での内部管理に属する事項に関する情報であって、公にすることにより、当該法人等の事業運営上の地位が損なわ
れると認められるため

（第７条３号）法人等の事業活動を行う上での内部管理に属する事項に関する情報であって、公にすることにより、当該法人等の事業運営が損なわれると認
められるため

（第７条３号）法人等の事業活動を行う上での内部管理に属する事項に関する情報であって、公にすることにより、当該法人等の事業運営上の地位その他社
会的な地位が損なわれると認められるものであるため

都市整備局都
市づくり政策
部土地利用計
画課

26 R4.1.24 R4.3.25
神宮外苑地区のまちづくりについて
●秩父宮ラグビー場に屋根をつけることになった経過がわかる資料 0 1 当該公文書は作成及び取得した事実が確認できず、また実施期間では現に保有しておらず、存在しない。

都市整備局都
市づくり政策
部土地利用計
画課

27 R4.3.15 R4.3.28

（１）東京都知事許可第○○号　○○株式会社
決算変更届出書　第47期、第48期、第49期、第50期及び第51期(閲覧対象部分に限る)
令和２年12月14日受付　建設業許可申請書のうち、様式第一号建設業許可申請書（別紙を除
く）、使用人数及び主要取引金融機関名(閲覧対象部分に限る)

（２）東京都知事許可第○○号　株式会社○○
決算変更届出書　第10期、第11期、第12期、第13期及び第14期(閲覧対象部分に限る)
令和２年６月26日受付　建設業許可申請書のうち、様式第一号建設業許可申請書（別紙を除
く）、使用人数及び主要取引金融機関名(閲覧対象部分に限る)

（３）東京都知事許可第○○号　株式会社○○
決算変更届出書　第51期 (閲覧対象部分に限る)
変更届出書（別紙８）の訂正について　事業年度第51期(閲覧対象部分に限る)
令和３年12月24日受付　建設業許可申請書のうち、様式第一号建設業許可申請書（別紙を除
く）、使用人数及び主要取引金融機関名(閲覧対象部分に限る)

（４）東京都知事許可第○○号　有限会社○○
決算変更届出書　第29期、第30期、第31期、第32期及び第33期(閲覧対象部分に限る)
令和３年11月９日受付　建設業許可申請書のうち、様式第一号建設業許可申請書（別紙を除
く）、使用人数及び主要取引金融機関名(閲覧対象部分に限る)

（５）東京都知事許可第○○号　○○株式会社
決算変更届出書　第５期(閲覧対象部分に限る)
令和２年10月６日受付　建設業許可申請書のうち、様式第一号建設業許可申請書（別紙を除
く）、使用人数及び主要取引金融機関名(閲覧対象部分に限る)
令和２年12月３日受付　変更届出書（役員等の氏名）(閲覧対象部分に限る)
令和３年４月20日受付　変更届出書（役員等の氏名）(閲覧対象部分に限る)

※ 1 1 （７条４号）印影は、公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易にし、犯罪の予防等に支障をきたすおそれがあるため
都市整備局市
街地建築部建
設業課

28 R4.3.22 R4.3.28
東京都知事許可第○○号　○○株式会社に関する以下の書類
（１）令和３年４月30日受付 変更届出書（専任技術者）
（２）令和３年４月30日受付 廃業届（閲覧対象部分に限る）

4 1 1 （７条４号）印影は、公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易にし、犯罪の予防等に支障をきたすおそれがあるため
都市整備局市
街地建築部建
設業課

29 R4.3.25 R4.3.28 東京都建設業許可台帳（東京都知事許可　令和４年３月25日現在） ※ 1 ―
都市整備局市
街地建築部建
設業課

30 R4.3.24 R4.3.30

東京都知事許可第○○号○○株式会社の以下の書類
（１）令和元年10月３日受付建設業許可申請書
（２）令和元年11月８日受付変更届出書
（３）令和２年７月31日受付決算変更届出書

4 1 1 1 1

（７条２号）個人に関する情報で特定の個人を識別することができるため。

（７条３号）法人の財務等に関する内部管理情報であって、公にすることにより、当該法人の競争上又は事業運営上の地位その他社会的な地位が損なわれる
と認められるため。

（７条４号）印影は、公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易にし、犯罪の予防等に支障をきたすおそれがあるため

都市整備局市
街地建築部建
設業課
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31 R4.3.24 R4.3.30

東京都知事許可第○○号○○株式会社の以下の書類
（１）平成30年１月22日受付建設業許可申請書
（２）平成30年９月12日受付変更届出書
（３）令和元年８月２日受付廃業届

18 1 1 1 1

（７条２号）個人に関する情報で特定の個人を識別することができるため。

（７条３号）法人の財務等に関する内部管理情報であって、公にすることにより、当該法人の競争上又は事業運営上の地位その他社会的な地位が損なわれる
と認められるため。

（７条４号）印影は、公にすることにより、偽造等の犯罪行為を容易にし、犯罪の予防等に支障をきたすおそれがあるため

都市整備局市
街地建築部建
設業課

表の見方
＜決定区分＞
・開示、一部開示、非開示（開示しない）、不存在（文書が存在しない）、存否応答拒否（文書があるかないかを明らかにしない）のうち、該当する項目に「１」を記入しています。

＜（根拠規定）条例7条＞
・一部開示及び非開示について、条例７条各号のいずれを根拠として非開示としたのかについて、該当する項目に「１」を記入しています。
＜公文書の件名＞
・特定の個人名、法人名、またそれらの特定に結びつく可能性のある情報は○○と表記しています。
・決定区分が不存在の場合や存否応答拒否の場合は、開示請求書の請求件名を記載しています。ただし、個人情報・法人情報保護に配慮し、簡潔に表記する場合があります。

＜公文書の枚数＞

・光ディスクへ複写し交付している場合は、「※」を記入しています。


